
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

・メタボリックシンドローム対策を効果的に推進するため、中央研修派遣により研修計画及び事業評価を行える人材を育成する。

・新規に特定健診・保健指導に従事する者が基礎編を受講できる機会を確保するとともに、保健指導に従事する者のスキルアップのた

めの研修を開催する。

・地域の健康課題解決のための研修を、圏域の実状に合わせて保健福祉事務所を中心に実施する。

・終日全面禁煙施設認定数の増加（1,200施設）

Ｈ26
H27

目標

H25末

（実績）
目標 成果 達成状況

－

－

26 －

調査報告書、調査結果普及用リーフレットの作成等 710 708 －

0 －

合計 879 843

1,213

(H27.1)

達成 －

各2名

派遣

各2名

派遣

達成

達成

本庁2回

保健所10回

本庁2回

保健所10回

本庁3回

10保健所

24回

1,109施設

（H25.10）

1,200

施設

－

　県民の主体的な健康づくりを促進する人材育成及び県民の健康状態や生活習慣等の実態に関する調査などを展開し、生活習慣病の

予防対策につなげる。

・国立保健医療科学院研修への派遣及び派遣者による伝達研修、国民健康保険団体連合会との共催による生活習慣病予防のための健

診保健指導研修会を開催

・昭和42年以降概ね３年に１回県民健康・栄養調査を実施（前回は平成22年に実施）

・喫煙は、がん・脳血管疾患、糖尿病等の罹患、子どもの健康や発育への障害、メタボリックシンドロームの発症リスクを高める等の影響が

報告

成果目標の達成状況

項目

中央研修派遣

保健指導研修会

終日全面禁煙施設

認定数

事業番号 04 07 24 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 メタボリックシンドローム対策事業メタボリックシンドローム対策事業メタボリックシンドローム対策事業メタボリックシンドローム対策事業
担

当

課

部局 健康福祉部

１　保健活動の推進 実施期間 H12 ～

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県でなければ実施不可（その他）

【左記の説明、根拠法令等】

・健康増進法第16条の規定により県が実施。同法第25条の規定により施設管理者が実施。

・医療費適正化に関する施策についての基本的な方針の全部を改正する告示（厚生労働省告示

平成24年9月28日)　「特定健康診査等に携わる人材育成のための研修実施」

課・室 健康増進課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kenko-zoshin@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－１　健康で長生きできる地域づくり

県民との協働による実施： 実施は困難

健診・保健指導研修会等 直接
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

H26 H27

（当初） （決算） （当初）

中央研修派遣 直接

国立保健医療科学院派遣

（研修計画編２名、事業評価編２名）

109 109 －

たばこ対策の推進 直接

未成年者喫煙防止教育研修会、飲食店・宿泊施設禁煙分煙徹底

事業（禁煙セールスマン事業）、信州おいしい空気のエリア認定事

業　等

0

・本庁：基礎編研修１回、保険者協議会と共催２回

・保健福祉事務所：10所で24回

60

県民健康・栄養調査等集計 直接

10,875 879 －

合計（A) 3,375 0

各2名

派遣

26年度26年度26年度26年度 27年度

当初予算 3,375

補正予算

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの

財源

10,875 879

演題20題

以上

概　算

人件費

1.30 6.80 1.30

10,735

－ － － －

1,839 8,416 843
健康づくり研究討論

会の開催

0

3,259 1,446 500 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

本シートの「中央研修派遣」及び「健診・保健指導研修会」の平成27年度事業については地域保健関係職員事業(シート番号050513）に

おいて、職員の資質向上及び効果的な特定保健指導のため引き続き実施する。

目標に対

する成果

の状況

各研修について計画に沿って実施し、関係職員の資質向上が図られた。

終日全面禁止施設認定数は目標を上回り、禁煙に取り組む環境整備の推進が図られた。

 概算事業費（B（A）+C） 12,574 64,570 11,578 0

56,154 10,735

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

58 84 84

58 9,345 295


